
【東京都】 自家消費プラン 

蓄電池システムを都内の住宅に設置する方に対して、その経費の一部を助成 

建築物 ：  東京都内の住宅 

申請者 ： 個人、法人  ※リース可 

  設備 ： 蓄電池システム 

経費 ： 機器費 

  予算額 ： 30億 7,440万円 

事業概要 

助成対象 

公募期間 令和３年４月１日（木）～ 令和４年 ３月 31日（木） 消印有効 

執行団体 公益財団法人 東京都環境公社（クール・ネット東京） 

助成率と上限額

助成率 ： 助成対象経費の１/２ 

上限額（1戸当たり）： 以下のいずれか小さい額 

①70,000円/kWhに、一般社団法人環境共創イニシアチブ 

に登録された蓄電容量を乗じて得た額 

     ②420,000円 

令和３年度 



概要版

１．見積もり

２．交付申請、審査

３．交付決定

４．契約

５．工事完了

６．実績報告

７．審査

８．確定通知

９．助成金支払・入金

※（）内の数字は、手引きの該当ページ

個人、法人　　　※リース事業者との共同申請可

必要書類
（一般申請）

申請者本人確認書類（個人の場合）、申請者実在証明書類（法人の場合）、見積書、領収書、保証書、対象機器等を設置
する建物及び供給される電力等を使用する住宅の全景写真、設置状態を示す写真、型番及び製造番号（銘板）を示す写真、
太陽光発電システムの出力対比表　等

助成対象設備
の要件
（P5）

交付額
と

上限額

機器費

【交付額】助成対象経費の１／２
【上限額（１戸当たり）】以下のいずれか小さい額
　　　　　①１kWh当たり７０，０００円に、一般社団法人環境共創イニシアチブに登録された蓄電容量を乗じて得た額
　　　　　②４２０，０００円

補足

助成対象経費

 ・手続代行可
 ・公益財団法人東京都中小企業振興公社が実施する助成事業において助成を受けたものは対象外
 ・対象機器等に対して東京都出資の他の補助金・助成金を受けている場合、基本的には併給不可

問い合わせ先

その他

公益財団法人　東京都環境公社　東京都地球温暖化防止活動推進センター（クール・ネット東京）
自家消費プラン担当　　【ＴＥＬ】０３－６２７９－４６１５　　【受付時間】平日９時～１２時、１３時～１７時（祝祭日を除く）

ホームページ https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/jikashohi_plan_r3

2021年4月2日
（株）小泉　業務推進部、環境事業部

本資料は助成金申請の手引きの概要をまとめたものです。必ず手引き等をご確認下さい。

令和３年度　【東京都】　自家消費プラン

蓄電池システムを都内の住宅に設置する方に対して、経費の一部を助成

補助金名称

予算額 ３０億７，４４０万円

 ・都内に住んでいなくても、都内に対象機器等を設置した場合は申請可
 ・法人が所有、管理する住宅（賃貸住宅、社宅等）も対象
 ・集合住宅に設置する場合は、共用部での使用は対象外
 ・太陽光発電システムについては、当該システムを構成するモジュールが次のいずれかの認証を受けていること
　　（１） 国際電気標準会議（IEC）のIECEE-PV-FCS制度に加盟する海外認証機関による認証
　　（２） IECEE-CB認証機関による認証（JET認証含む）
 ・既に太陽光発電システムを導入している場合で、上記（１）又は（２）のいずれの認証を受けておらず、かつ過去に国、
　東京都又は公益財団法人　東京都環境公社により住宅用太陽光発電システムの助成金の対象であった場合は、
　当該助成金の交付決定通知書、又は売電明細等を提出することにより、助成要件を満たすこととする

事業概要

助成対象設備 蓄電池システム

 ①蓄電容量１kWh当たりの機器費が１７万円以下であること
 ②別に定める規定に基づき、公益財団法人　東京都環境公社が登録したものであること
　　（詳細は、クールネット東京ホームページを参照）
 ③対象機器を購入した際の領収書の日付（領収日）が、令和３年４月１日から令和４年９月３０日までのものであること
 ④都内に新規に設置されたものであること
 ⑤未使用品であること
 ⑥対象機器等から供給される電力が、住宅の住居の用に供する部分（当該部分に付属するエレベーター等の施設を含む）
　　で使用されていること
 ⑦太陽光発電システムと同時期に導入、又は既に導入されていること

助成対象者

対象機器等の設置日（領収日）
※
から６ヶ月を経過する日又は令和４年９月３０日のいずれか早い日

までに提出すること　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※
リース等の契約を締結する場合は、契約開始日

事業の流れ
（P2）

申請受付期間 令和３年４月１日（木）　～　令和４年３月３１日（木）　消印有効

必要に応じて現地調査あり

交付決定日以降に売買契約又はリース等の契約を締結すること


